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１ 女性の活躍推進について 

 

(1) 神奈川県における男女共同参画の状況 

ア あらゆる分野における男女共同参画 

(ｱ) 県の審議会等における女性委員の割合 

平成30年度の県の審議会等における女性委員の割合は34.4％と、

前年度より0.7ポイント減少した。 

         

 

(ｲ) 県職員における幹部職員に占める女性の割合 

令和元年度の県職員（教員・警察官を除く）における幹部職員

（課長級以上）に占める女性の割合は15.9％と、前年度より1.2ポ

イント増加した。 

  

（出典：県人権男女共同参画課調べ、内閣府「国の審議会等における女性委員の参画状況」を基に作成） 

（出典：「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計画に基づく取組み状況」を基に作成） 

■ 国及び本県の審議会等における女性委員の割合 

■ 本県職員（教員・警察官を除く）における幹部職員（課長級以上） 
に占める女性の割合 
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(ｳ) 県内事業所における女性管理職の割合 

平成30年度の県内事業所における女性管理職の割合は7.8％と、

前年度より0.4ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｴ) 県内大学の理学部・工学部の女性割合 

平成30年度の県内大学の理学部・工学部の女性割合は15.9％と、

前年度より0.7ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：「神奈川県男女共同参画推進条例に基づく事業所からの届出結果」を基に作成）      

算式：女性管理職人数／管理職人数 

（出典：平成18年度までは「神奈川の大学統計」、平成19年度以降は「神奈川県学校基本調査結果報告」を

基に作成） 

■ 県内事業所における女性管理職の割合 

■ 県内大学の理学部・工学部の女性割合 
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イ 職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現 

(ｱ) 女性の年齢階級別労働力率 

日本の女性の年齢階級別労働力率は、出産・子育て期にあたる30

歳代で低下し、その後、再就職することにより上昇する、いわゆる

「Ｍ字カーブ」を描いている。神奈川県のＭ字カーブは近年改善傾

向にあるが、全国と比較すると低い水準にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （出典：総務省「国勢調査」、米国及びスウェーデンはＩＬＯ「ＬＡＢＯＲＳＴＡ」（ＩＬＯ）を基に作成） 

■ 女性の年齢階級別労働力率 
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(ｲ) 県内事業所における男女別平均勤続年数 

平成30年度の神奈川県男女共同参画推進条例に基づく事業所から

の届出結果では、平均勤続年数が男性は15.7年、女性は10.4年で、

格差は5.3年と前年度より0.4年縮小した。 

なお、平成30年の賃金構造基本統計調査での神奈川県の男女別平

均勤続年数の差は4.5年と前年より0.1年に縮小した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典：「神奈川県男女共同参画推進条例に基づく事業所からの届出結果」、厚生労働省「賃金

構造基本調査」を基に作成） 

 

＊『条例に基づく届出』の対象：県内の従業員数300人以上の事業所（年度ごと） 

＊『賃金構造基本統計調査』の対象：５人以上の常用労働者を雇用する民営企業及び10人以上の常用労働

者を雇用する公営事業者から抽出（年ごと） 

■ 県内事業所における男女別平均勤続年数 
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(ｳ) 男性及び女性の正社員・非正社員割合 

県内の事業所において、平成30年度の女性正社員の割合は、

46.2％、男性正社員の割合は、80.1％となった。 

女性正社員の割合は前年度より1.8ポイント増加したが、依然、

非正社員の割合が正社員を上回っている。 

     

 

 

 

 

 

  

（出典：「神奈川県男女共同参画推進条例に基づく事業所からの届出結果」を基に作成）   

■ 男性及び女性の正社員・非正社員割合 
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ウ 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と基盤整備 

(ｱ) 夫は外で働き、妻は家を守るべきとの意識 

平成30年度の県民ニーズ調査では、「夫は外で働き、妻は家庭を

守るべき」という意識に対して、「そう思わない」は81.4％とな

り、前年度より3.2ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 男女の地位の平等感 

社会通念や社会全体、政策決定の場や職場においては、半数以上

が「男性優遇」と回答しており、特に女性の方が不平等感をより強

く感じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：「県民ニーズ調査（基本調査）」を基に作成） 

（出典：平成28年度「県民ニーズ調査（課題調査）」を基に作成） 

■ 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」との意識 

■ 男女の地位の平等感 
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(ｳ) 保育所等利用児童数と保育所等利用待機児童数 

平成31年４月1日時点の保育所等利用児童数は県全体で157,949人

と、前年度より5,785人増加した。 

一方、保育所等利用待機児童数は750人と、前年度より117人減少

した。 

 

     

 

 

  

（出典：県次世代育成課調べを基に作成） 

■ 保育所等利用児童数と保育所等利用待機児童数 
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(ｴ) 介護休業利用事業所割合 

平成30年度の介護休業を利用する県内事業所の割合は26.8％と、

前年度より2.8ポイント増加した。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典：「神奈川県男女共同参画推進条例に基づく事業所からの届出結果」を基に作成）   

■ 介護休業を利用する県内事業所の割合 
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(2) かながわ男女共同参画推進プラン（第４次） 

本県は、1982年を「かながわ女性元年」として、「かながわ女性プラ

ン」を策定し、様々な施策に取り組んできた 

その後、男女共同参画に関する法整備等の状況の変化に対応し、男女

共同参画施策の取組みを一層推進するため、2003（平成15）年度に「か

ながわ男女共同参画推進プラン」（以下、プランという）を策定し、

2007年、2012年度の改定を経て、現在は、2018年３月に改定した第４次

プランに基づき、男女共同参画施策に取り組んでいる。なお、第４次プ

ランは、「男女共同参画社会基本法」及び「女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律」の都道府県推進計画としても位置付けている。 

  

【参考】：「かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）」の概要 
 

１ 基本目標 
「ともに生きる社会、ともに参画する社会へ」 
家庭、職場、学校、地域など、人生の様々な場面で、誰もが性別

にかかわりなく、共に生き、共に参画し、活躍できる･･･ そんな社
会をめざす。 

 
２ 基本理念 
(1) 人権の尊重 

性別による権利侵害や差別を受けず、男女が個人の能力を発揮
できるようにすること 

(2) あらゆる分野への参画 
社会のあらゆる分野で、男女が意思決定過程に共同して参画で

きるようにすること 
(3) ワーク・ライフ・バランスの実現 

 働き方を見直し、誰もが、仕事と家庭生活との両立ができる
ようにすること 

(4) 固定的性別役割分担意識の解消 
性別による固定観念にとらわれず、社会のあらゆる活動におい

て、男女が個性や適性に応じた自由な選択ができるようにするこ
と 

 
３ 重点目標 

  (1) あらゆる分野における男女共同参画 
  (2) 職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現 
  (3) 男女共同参画の面から見た健やかで安心なくらし 
  (4) 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と基盤整備 
  (5) 推進体制の整備・強化 



- 10 - 

(3) プランに基づく取組状況等 

男女共同参画社会の実現に向けた各種課題を踏まえ、５つの項目を重

点目標として、施策に取り組んでいる。 

このうち、主なものについて、2018（平成30）年度の実施状況をまと

めた。 

 

ア あらゆる分野における男女共同参画 

(ｱ) 政策・方針決定過程における女性の参画 

管理職をめざす女性の人材育成や、審議会等における女性の登用

を推進した。 

a 「第10次審議会等の女性委員の登用計画」を策定し、県の審議

会等委員への女性の登用を推進 

b 「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計画」に基

づき、県女性職員の幹部職員への登用拡大を図るとともに、幹部

職員に求められるマネジメント能力の向上に資する研修への女性

職員の積極的な参加を促進 

c 女性管理職育成セミナー、女性を部下に持つ男性管理職向けセ

ミナーの実施 

 

(ｲ) あらゆる分野における女性の活躍促進 

多様な視点や発想力が求められる科学技術分野、女性従事者の経

営等への参画が期待される農業分野など、あらゆる分野における女

性の参画の促進や女性の活躍を推進する社会的気運の醸成に取り組

んだ。 

a かながわ女性の活躍応援団事業による社会的ムーブメントの拡

大、女性の活躍応援サポーター登録の推進 

・ 全体会議の開催（平成30年11月21日） 

・ 応援団啓発講座の実施 

・ サポーター登録の推進 

b 「神奈川なでしこブランド」の認定・広報 

・ 女性が開発に貢献した商品（モノ・サービス）を募集し、そ

の中から優れたものを「神奈川なでしこブランド」として認

定・ＰＲ 

c 出前講座「かながわリケジョ・エンカレッジプログラム」の実施 

・ 進路説明会等を活用した出前講座 

d 農業分野における女性の経営参画を目的とした研修会の実施 
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(ｳ) 家庭・地域活動への男性の参画 

男女ともに仕事と家庭の責任を分かち合える社会をめざして、家

事・育児、地域活動への男性の参画を促進した。 

a ワーク・ライフ・バランスをテーマとした男性向け講演会・セ

ミナーの実施 

b かながわパパ応援ウェブサイト「パパノミカタ」（かながわ版

父子手帳）による情報提供 

 

イ 職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現 

(ｱ) 職業生活における活躍支援 

様々なライフステージに応じた女性の就業支援や、女性が働きや

すい就業環境の整備に取り組んだ。 

a 女性のためのキャリアカウンセリング、労働相談等の実施 

・ 「マザーズハローワーク横浜」内に県が相談室を設け、キャ

リアカウンセリング、労働相談を実施 

b 仕事と家庭の両立を希望する女性労働者を対象としたワーキン

グマザー両立応援カウンセリング、両立応援セミナーの実施 

c 総合職業技術校及び産業技術短期大学校における各種職業訓練

の実施 

d 神奈川県男女共同参画推進条例に基づく県内事業所（従業員300

人以上）の届出制度の実施 

e かながわ若者就職支援センターにおける39歳以下の方を対象とし

たキャリアカウンセリング、職場体験、職業適性診断等の実施 

f シニア・ジョブスタイル・かながわにおける40歳以上の方を対

象とした就業支援、各種相談等の実施 

 

(ｲ) 働き方改革の推進と新たなワークスタイルの創造 

企業におけるワーク・ライフ・バランスに対する理解の促進や、

多様で柔軟な働き方を選択できるよう、テレワークの導入促進など

に取り組んだ。 

a 働き方改革アドバイザーの派遣 

b 働き方改革企業担当者交流会の実施 

c テレワーク体験セミナーの実施 

d テレワーク導入支援に関するアドバイザーの派遣 
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ウ 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と基盤整備  

(ｱ) 固定的性別役割分担意識解消のための意識改革 

男女共同参画社会の実現に向けた意識の醸成や男女共同参画の理

解を深めるための情報収集・提供に取り組んだ。 

a 市町村職員に対する研修・会議「男女共同参画施策推進者研修・

会議」の実施 

b 市町村と連携した啓発講座「男女共同参画フォーラム」の実施 

c 男女共同参画に関する調査研究・情報発信 

・ 「かながわジェンダーダイバーシティ・データベース」の作

成・公表 

・ 調査研究報告書「『リケジョ・エンカレッジプログラム』の効

果及び今後の進化発展について―理工系進学・就労、研究職技術

職系進学・就労の女性割合の増加に向けたプログラムの意義と今

後―」の作成・公表 

 

(ｲ) 子ども・若者に向けた意識啓発 

早い時期から男女共同参画への意識を育み、固定的性別役割分担

意識にとらわれず、個性と適性に応じた人生設計を行うことができ

るよう、子どもや若者に対する意識啓発に取り組むとともに、学校

現場における男女共同参画の基盤整備に取り組んだ。 

a 小学生に対する男女共同参画教育の推進 

・ 男女共同参画教育参考資料「こんな子いるよね」を、政令市

を除く県内の全小学校（５年生を対象）に配布 

b 中高生向けメディアリテラシー講座の実施 

c 高校生・大学生に対するライフキャリア教育支援事業の実施 

・ 高校生向け啓発用視聴覚教材の作成 

・ 高校生・大学生向けに啓発冊子等を印刷、配布 

・ 大学への外部講師派遣 

・ 高校におけるライフキャリア出前講座の実施 

d セクシュアル・ハラスメントに関する啓発用チラシの県立学校

児童・生徒への配布 

e 人権教育指導者養成研修講座等の実施 
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(ｳ) 育児・介護等の基盤整備 

育児・介護を理由とするやむを得ない離職をなくし、男女が共に

責任を分かち合い、仕事と家庭生活の両立が可能となるよう、子育

てや介護等に関する福祉サービスを充実し、男女共に子育て等の負

担の軽減を図った。 

a  保育所の整備を進める市町村への補助 

b  保育士をはじめとした子育て支援人材の確保育成 

・ 国家戦略特区を活用した県独自保育士試験の実施 

・ 保育エキスパート等の養成 

・ 子育て支援員研修の実施 

c  特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等の整備に対する助成 

d  介護支援専門員の業務の支援及び訪問介護員の養成 

・ 介護支援専門員専門研修、主任介護支援専門員研修の実施 

・ 介護職員初任者研修事業者及び研修の指定 
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２ 高齢者の社会参画支援の取組について 

 

(1) 神奈川県における高齢者を取り巻く状況 

ア 総人口の推移（人口減少時代へ） 

本県における総人口は、2020年に約917万人となり、その後、2025

年までの間には減少していくと予測されている。 

また、人口推計を年齢構成別にみると、老年人口（65歳以上）は、

いわゆる「団塊の世代（昭和22～24年生まれ）」が高齢期に入ったこ

とや、長寿化の傾向に伴い、2040年には、2015(平成27)年から約35％

（75万人）増加することが見込まれている。 

総人口や年少人口・生産年齢人口の減少により、本県においても、

労働力・生産力をはじめとする経済成長力の低下が懸念されている。 

 

 

 

 

 

イ 高齢者の急速な増加 

今後、高齢者人口が急増することにより、本県においても、これま

でに経験したことのない超高齢社会が到来することとなる。 

本県の高齢者人口は、2040年には総人口の33.1％に達し、2015(平

成27)年比で約1.3倍増加することが見込まれている。 

とりわけ、85歳以上の高齢者の増加傾向は著しく、2040年には、

2015(平成27)年の約2.7倍に達することが見込まれている。 
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(H12)

2005

(H17)

2010

(H22)

2015

(H27)

2020 2025 2030 2035 2040

万人

年

85歳以上

75～84歳

65～74歳

15～64歳

0～14歳

2020年
約917万人

2040年

約878万人

2020年→2040年
約39万人減

2015年

老年人口 約216万人
2040年

老年人口 約291万人

■ 本県における総人口の推移 

注１ 2015(平成27)年までは、国勢調査による。 
注２ 2020(令和２)年以降は、県政策局による推計。 
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65歳以上（約2,284千人）

要支援・要介護認定者数 非認定者数

394千人

（約17%） 65～74歳（約1,132千人） 75歳以上（約1,152千人）

48千人（約４%）

1,891千人

（約83%）
1,132千人

（約96%）

806千人

（約70%）

346千人（約30%）

高齢化社会

高齢社会
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2020 2025 2030 2035 2040

万人

年

65歳以上人口

75歳以上人口

85歳以上人口

高齢化率

後期高齢化率

85歳以上の高齢化率

2020年
高齢化率 25％超

1984年(昭和59年)
高齢者人口 51万人
高齢化率 7％超

2002年(平成14年)
高齢者人口 124万人
高齢化率 14％超

2010年(平成22年)
高齢化率 20％超

2040年
高齢者人口 約291万人
高齢化率 33.1％

2040年
85歳以上人口 約71.8万人
（2015→2040）約2.7倍

2025年
後期高齢化率 15％超

2015年(平成27年)
高齢者人口 約216万人
高齢化率 23.9％

2015(平成27年)
85歳以上人口 約26.8万人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 元気な高齢者 

現状において、要支援・要介護認定を受けていない“元気な高齢

者”は、高齢者全体の約83％となっている。 

こうした元気な高齢者は、今後、減少が見込まれる年少人口及び生

産年齢人口に替わり、社会における重要な役割を担っていくことが求

められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 高齢者の社会参画活動状況（全国の状況） 

2013（平成25）年度に内閣府が行った「高齢者の地域社会への参加

に関する意識調査」によれば、「この１年間に、個人または友人と、

あるいはグループや団体で自主的に行われている活動を行った、また

は参加したことがある」割合は、1993（平成５）年度は42.3％だった

が、2013（平成25）年度では61.0％と６割を超えており、増加傾向に

ある。 

■ 本県における高齢化の推移 

注１ 2015(平成27)年までは、国勢調査による。 
注２ 2020(令和２)年以降は、県政策局による推計。 

注 介護保険事業状況報告（2019(平成31)年３月末）による。 

■ 介護保険第１号被保険者数の内訳 
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オ 高齢者の就業の状況（全国の状況） 

高齢者人口の増加や、高年齢者雇用安定法の改正に伴う定年引上

げ、廃止及び継続雇用制度の導入等により、全就業者に占める高齢者

の割合は増加傾向にあり、2000（平成12）年には7.5％であったもの

が、2018（平成30）年には12.9％にまで増加している。 

就業率を年齢別にみると、2018（平成30）年時点では、65～69歳で

は46.6％、70歳以上では16.2％が就業している状況にある。 

これは、65～69歳の残りの約５割の方々が特に仕事を有していない

という状況でもある。今後、年少人口や生産年齢人口の減少が見込ま

れる中、能力や経験が豊富な高齢者の活躍が求められる。 

また、60歳以上の男女を対象に、何歳まで収入を伴う仕事をしたい

かを調査した、「高齢者の日常生活に関する意識調査（内閣府：平成

26年度）」によれば、28.9％の方々が「働けるうちはいつまでも」、

続いて16.6％の方々が「65歳くらいまで」「70歳ぐらいまで」という

結果となっている。このように、高齢者の就労意欲と就業率との間に

は乖離がある状況となっている。 

注１ 内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」2013（平成25）年度による。 
注２ 調査対象者は､全国60歳以上の男女。 
注３ 「子育て支援（保育への手伝い等）」及び「その他」については、1993（平成５）年度の調査

時には選択肢がなかった等により、データが存在しないものである。 

■ 自主的な活動への参加状況（全国の状況） 
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(2) かながわグランドデザイン第３期実施計画における位置付け 

県が令和元年７月に策定したかながわグランドデザイン第３期実施計

画においては、「プロジェクト３ 高齢者」の具体的な取組みに「健

康・生きがいづくり」を掲げ、高齢者が地域社会で積極的な役割を果た

し、生きがいのある生活を送ることができるよう、高齢者への就業支援

や社会参画活動、生涯学習への支援や生涯スポーツへの支援に取り組む

こととしている。 

また、「神奈川の戦略」として「人生100歳時代」を掲げ、県民一人

ひとりが自らの人生の設計図を思い描き、生涯にわたり輝き続ける、笑

いあふれる人生100歳時代の実現をめざすこととしている。 

22.1% 20.3%
19.4% 19.4% 19.7% 19.4% 19.5%

20.8%
22.3% 24.3%

36.2%
34.2% 33.2% 34.6% 36.2% 36.4% 37.1%

40.1%
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46.6%

15.4%
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年

65歳以上の就業率 65～69歳の就業率 70歳以上の就業率

■ 高齢者の就労意欲（いつまで仕事をしたいか） 

注 内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」2014（平成26）年度による。 

注 総務省「労働力調査」による。 

■ 高齢者の就業率の推移 
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(3) かながわ高齢者保健福祉計画に基づく取組状況等 

県が平成 30年３月に策定した「かながわ高齢者保健福祉計画（2018

年度～2020年度）」では、「高齢者が安心して、元気に、いきいきと

暮らせる社会づくりの実現」を計画の基本目標として掲げ、「安心して

元気に暮らせる社会づくり」、「いきいきと暮らすしくみづくり」、

「介護保険サービス等の適切な提供とその基盤づくり」及び「市町村が

行う取組の支援施策及び目標値」を４つの大きな柱として、高齢者保健

福祉施策を進めている。 

かながわ高齢者保健福祉計画に基づいて平成 30 年度に実施された取

組のうち、高齢者の社会参画支援に係る主なものの実施状況をまとめた。 

ア 地域共生社会の実現に向けた活動への支援 

(ｱ) 人生100歳時代の設計図の取組の推進 

ａ かながわ人生100歳時代ネットワークにおけるプロジェクトの

推進 

ｂ 「かながわ人生100歳時代ポータル」の開設 

 

(ｲ) 老人クラブ活動の推進 

ａ 友愛チームによる訪問活動など、地域活動への支援 

ｂ ゆめクラブ大学の実施 

ｃ 地域支援事業担い手養成研修の実施 

 

(ｳ) ボランティア活動等の推進 

ａ 介護ボランティアポイント制度の普及推進 

ｂ かながわボランティアセンターの運営 

ｃ かながわ県民活動サポートセンターにおけるボランタリー活動

の推進 

ｄ 生活支援コーディネーター養成研修の実施 

 

イ 就業に対する支援 

(ｱ) 中高年齢者の就業支援の推進 

ａ 「シニア・ジョブスタイル・かながわ」の運営 

ｂ 離職者等委託訓練事業 

 

(ｲ) シルバー人材センター事業の支援 

ａ シルバー人材センター連合会への補助及び生きがい事業団への

町村を通じた間接補助 
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ウ 生涯学習・生涯スポーツへの支援 

(ｱ) 生涯学習・文化活動への支援 

ａ 生涯学習情報システム「PLANETかながわ」の運営 

ｂ 県立学校の施設や人材を活用し、学習・文化系講座やスポーツ

教室を開設 

ｃ かながわシニア美術展の開催 

 

(ｲ) 生涯スポーツへの支援 

ａ 3033運動を中心としたスポーツ活動の普及・啓発 

ｂ レクリエーション活動の普及・奨励 

ｃ かながわシニアスポーツフェスタの開催及び全国健康福祉祭と

やま大会への神奈川県選手団の派遣 

ｄ 「ねんりんピックかながわ2021実行委員会」の設立及び基本構

想の策定 

 

エ 活動・交流の場の提供 

(ｱ) 学習やスポーツ活動、交流体験の場の提供 

ａ 県立学校の学習施設や体育施設を学習・文化・スポーツ等の活

動の場として地域に開放 
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